
 日本における外国人・民族的マイノリティ人権白書 2013  

●編集・発行●  外国人人権法連絡会 

 研究者、弁護士、NGOスタッフらにより構成する「外国人人権法連絡会」では、毎年

「日本における外国人・民族的マイノリティ人権白書」を発刊しています。 

 今回 2013年版では、2012年７月９日に全面施行された「改定入管法は何をもたらして

いるか」（第１章）、「東日本大震災から２年」（第２章）をはじめ、多様な領域にわたって

外国人・民族的マイノリティに関連する注目すべき出来事・事象が盛り込まれています。 

 ぜひお手にとってお読みください！ 

 

第１章●改定入管法は何をもたらしているか  

１．〈総論〉 改定入管法は何をもたらしているか 

２．排除される外国人－「不法」滞在者、「偽装」滞在者、そして･･･ 

３．移住女性、外国人配偶者への影響 

４．留学生に対する在留管理の問題点 

５．特別永住者にとっての新在留管理制度 

６．新設された「在留期間５年」が意味するもの 

７．入管法改定と地方自治体 

８．さいたま市に見る改定法への対応 

 第２章●東日本大震災から２年  

１．「石巻市調査」に見る外国人被災者の苦境 

２．結婚移住女性の人権と制度的・社会的承認 

３．故郷喪失の苦境を、内側から解読するということ 

 第３章●移住労働者／移住者の現状  

１．「日系人離職者に対する帰国支援事業」の評価 

２．よりそいホットラインを実施して 

３．大阪八尾の移住者コミュニティ－ベトナム人コミュニティを中心に 

４．神戸「長田地域」の移住者コミュニティ 

 第４章●"先進国"日本の入管体制  

１．難民行政の課題 

２．民主党政権下の在留特別許可の状況 

３．非正規滞在外国人一掃方針とその破綻 

４．人身取引―─人権視点からの課題 

５．「高度人材」に対するポイント制による「優遇」制度の導入 

６．教会への警察不法立入り捜査・非正規滞在者逮捕事件 

 第５章●子どもの教育権  

１．朝鮮高校に対する高校無償化除外問題 

２．朝鮮学校への補助金不交付処分に対する行政訴訟 

３．義務教育超過年齢の外国人生徒の受入れ問題 

４．新宿区の外国にルーツを持つ子どもたちの状況  

５．群馬県桐生市 いじめによる小学６年生自死事件 

 第６章●国籍差別の撤廃、権利としての国籍を  

１．在日コリアンの無年金問題 

２．外国籍教員に対する人権侵害に、日弁連が判断を下す 

３．国籍法 12 条をめぐる日本国籍確認訴訟 

４．外国人生活保護受給者への国民年金保険料の法定免除適用除外問題 

５．金明観さんの日本国籍確認訴訟 

 第７章●未だ清算されない植民地責任・戦争責任  

１．日本軍「慰安婦」問題の 2012 年 

２．5.24 韓国大法院判決は日韓新時代を切り開く 

３．日韓請求権協定が残した問題 

４．韓国・朝鮮人ＢＣ級戦犯者に対する補償立法を目指して 

５．サハリン残留韓人問題の現在 

６．日本で初の本名問題を問う裁判 

 第８章●ゼノフォビアとヘイトクライム  

１．争点化するヘイトスピーチと規制法 

２．強まる公職者の歴史修正主義 

３．近隣諸国と排外主義運動 

４．水平社博物館前差別街宣裁判 

５．金泰希バッシングとロート製薬攻撃 

６．2012 年に起きた人種差別関連の出来事（新聞報道等より） 

第９章●国際人権基準と国内人権政策との乖離 

１．日本２回目の UPR 審査 

２．国内人権機関の設置に向けた問題点 

３．ハーグ条約と子の福祉 

４．包括的移民政策へのロードマップ 

◇資料１◇在日外国人の人口動態 

◇資料２◇住基法改定に関する自治体アンケート結果報告 

 

①下記にお名前と住所を書いて、ＦＡＸかＥメールでお申し込みください。 

②事務局から、「人権白書」を、郵便振替用紙を同封して送ります。 

③本が届いたら、郵便局で本代を振り込んでください。 

  １冊：1000 円（送料込）／10 冊以上注文の場合は８掛です。 

■「外国人・民族的マイノリティ人権白書・2013年」 を          冊 申し込みます。 

■送付先 

  お名前・団体名                                                 

  住所 〒                                                                        

             ＦＡＸ：０３－３２０２－４９７７ ／ Ｅ-mail： raik＠kccj.jp （ＲＡＩＫ） 
申込先 


